
東 北 学 院 震災 復 興 対 策委 員 会(第5回)次 第

日時:平 成23年4月27日(水)常 務理事会終了後

場所:土 樋キャンパス1号 館6階 会議室

委員:平 河内理事長(委 員長)・星宮学院長(副 委員長)宮 城総務担当常任理事

関谷財務担当常任理事 ・柴田人事担当常任理事 ・高橋法人事務局長 ・斎藤学務担当副学長

高木法学部長 ・永井中学校 ・高等学校長 ・久能榴ケ岡高等学校長 ・日野総務部長 ・高橋財

務部長 ・佐々木施設部長 ・佐藤庶務部長 ・斎藤庶務課長 ・若生人事課長 ・駒板財務課長

陪席:那 須監事

黙祷 委員長 平河内 健治

協 議 事 項

1、 前 回議 事録 確 認

2、 「震 災 緊急 給 付 奨 学 金 」 制度 の創 設 につ いて ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・ ・ …1～2p

東 日本 大震 災 被 災 学 生 に対 す る救 済 措 置 に関 す る 規 程 … 参 考1…3p

東北 学 院 大 学 緊 急 給 付 奨 学 金規 程 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ … 参 考2…4p

3、 震 災 に よ る内 定 取 り消 し者 等 の研 究 生受 け入 れ につ い て(上 申)・ ・ …5p

4、F&M大 学 か らの義 援 金 につ いて(上 申)・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ …6～8p

5、 震 災 に伴 う泉 キ ャ ンパ スOA実 習 室 の書 棚 修 理 及 び パ ソ コ ン修 理 願 い …9p

6、 全 学 オ ー プ ンキ ャ ンパ ス地 区発 無 料 送 迎バ ス利 用 案 内 の た め の

高 等 学 校 訪 問活 動 に伴 う レ ンタ カー の使 用 につ い て ・ ・ ・ …10p

7、 災 害 備 蓄 品 の補 充 に つ い て(お 願 い)・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・…11～12p

8、 「教 育実 習 事 前 指 導4」 の代 替 措 置 に つ いて(報 告 とお 願 い)・ ・ ・ ・ …13～15p

9、 法 科 大 学 院 学 生 ・研 究 生 の 法総 棟 自習 室 等 の利 用 制 限解 除 につ い て のお 願 い ・ ・16p

10、 東 北学 院大 学 泉 キ ャ ンパ ス 体 育館 震 災 復 旧工 事 工 程 表 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ …17p

11、 学 校 施 設耐 震 改 修 工事 に係 る調 査 につ い て(依 頼)・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・ …18p

12、 地 震被 害 状 況 等 につ いて の調 査依 頼 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ …19～25p

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・ …26p

14、 東 日本 大震 災 の被 害 状 況(宮 城 県 私 学 文 書課 へ 提 出)・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ …27p

15、4号 館 立 ち入 りの 安 全 確 認 につ いて ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ …28p

16、 土 樋 キ ャ ンパ ス パ ー キ ング ゲー ト更 新 につ いて(お 願 い)・ ・ ・ ・ ・ ・・ …29p

17、 東 北 学 院 中学 校 ・高等 学校 に お け る東 日本大 震 災 か らの復 興 に向 けた基 本 方 針 ・30～35p

個人情報により削除 個人情報により削除個人情報により削除



第4回 東北学 院震災復興対策委員会議事録

日 時:平 成23年4月20日(水)16:15～18:00

場 所:1号 館6階 会議室

出席委員:平 河 内健治 星宮 望 宮城光信 関谷 登 柴田良孝 齋藤 誠 高木龍一郎

永井英司 湯本良次 高橋清昭、佐藤範明 高橋秀悦 日野 哲 佐々木文彦

斎藤英夫 若生克義 駒板高明 以上17名

陪 席:那 須和良(監 事)

協議事項

1.前 回議事録確認 委員会終了時まで に確認いただき、承認 された。

2.東 日本大震災 に伴 う礼拝堂の被害 と復旧内容及び工程

説明:佐 々木施設部長 別紙資料に基づき礼拝堂の被害状況と、復 旧計画案 が提示 され、避

難路の確保等の安全を確認のうえ、5月9日 か ら部分的に学校で使用 しなが ら復旧工事を進

めていく案が承認 された。

3.学 生指導 に関わる経費の一部変更

説明:柴 田総務担当副学長 別紙資料 に基づき説明があ り、今年度に限り学生指導 に係わる

経費の支出回数の制限等を実施することが提案 され原案のとお り承認された。

4.九 州大学法政学会か らの見舞金

説明:高 木法学部長 別紙資料に基づき説明があ り100万 円の支援を受ける ことが承認され

た。

'

5.石巻か らの通学バス運行

説明:日 野総務部長 別紙資料に基づき説明があ り承認された。なお、大学は当初1台 での

承認だったが、該当者が多いことか ら要望等が多数寄せ られ、2台 での運行 となる。なお、

公共交通機関の復 旧の状況を見なが ら6月 以降の運行等を決定することとした。また、原則

として経費の支出は各予算単位とし、支出不能の場合には他部門か らの支出等で対応する。

6.決算関係 日程及び予算 ・補正予算関係 日程等に関係す る重要事項

説明:高 橋財務部長 別紙資料 に基づき説明があり、決算、予算、補正予算、個人研究費及

び出張の取 り扱い関係 について提案 のとお り承認された。

7.寄付 に関する礼状

説明:駒 板財務課長 東 日本大震災に関しての寄付等に関 してのお礼状につ いて別紙 のとお

りの提案があ り承認された。なお、中学校 ・高等学校及び榴ケ岡高等学校に対 しての寄付 も

あることか ら、一行 目の 「学生の修学支援」を 「学生生徒の修学支援」と修正することとし

た。

以 上



「震災緊急給付 奨学金」制度の創設について

学務担当副学長

斎 藤 誠

0.関 連す る制度

(1)さ きに決めた 「授業料減免」措置 → 参考1

(2)「 緊急給付奨学金」制度 → 参考2

1.創 設の 目的

(1)「 授業料減免」で対応 しきれない(金 額 ・範囲)

(2)「 緊急給付奨学金」の拡充では対応 しきれない(金 額 ・グレー ド)

(3)被 災者 に限定 した制度創設のメ リッ ト(社 会的アピール ・補助金)

2.制 度の基本的考え方(1)

(1)考 え られる4つ のタイプ

(2)上 記 目的か ら〈D>で はどうか?

3.制 度の基本 的考え方(2)

(1)制 度運用期間4年(継 続可)

(2)同 一家計者併給 可

(3)学 納金滞納者 返還請求 → 回収できない可能性は覚悟す る

(4)規 程改廃 復興対策委員会発議→理事会承認→全学教授会報告

(5)事 務取扱 学生課 ・奨学金運営委員会

4.今 後の 日程

(1)4月30日 、1年 生の罹災状況調査を もとに学生部 ・財務部で規程案協議

(2)次 回復興対策委員会で規程案審議

(3)直 後の常務理事会報告承認 → 公表

(4)直 後の部長会報告

(5)5月 学部教授会 ・全学教授会報告

5.残 された問題

中高、榴ケ 岡、幼稚園の制度設計 → 大学の規程を下敷きに各校が規程をっ くる
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「震災緊急給付奨学金」(仮称)の制度設計モデル*

<A>限 定・定額支援型

給付金額・該当人数は仮の数字

該 当(人)

40

200

200

40

40

減免 額

2880

7200

3600

720

14400

給付額800

×111

4000800

9600

<B>非 限定・定額支援型

*同 時 申請を認め、どちらかを給付する。

該当(人)

40

200

200

40

40

減免額

28807200
3600

720

14400

給付額

80040004000

800800

10400

<C>非 限定・段階支援型1

*同 時 申請を認め、どちらかを給付する。

該 当(人)

40

200

200

40

40

減免額

28807200
3600

720

14400

給付額

1200

40002000

400

4008000

<D>非 限定・段階支援型Ⅱ(複 数罹災対応型)

*同 時 申請を認め、どちらかを給付する。

該当(人)

5

190

200

30

15

20

10

10

40

減免額 給付額

360

6840

3600

540

10801440

360

180

14400

150

38002000

300

750

800200

200

40018600



参 考1
東日本大震災被災学生に対する救済措置に関する規程

第1条 東北学院大学は、東日本大震災被災地(災 害救助法適用地域に指定された地域)

出身で、被災の大きい本学学生(平 成23年 度入学生を含む)に 対して臨時に次の救

済措置をとる。

(1)主 たる家計維持者が死亡または行方不明になった場合には、当該年度の授業料の全

額を免除する。

(2)主 たる家計維持者が所有する自宅家屋が全壊または流失した場合は、授業料半期分

(1年 生は後期分、2年 生以上は前期分)を 免除する。

(3)主 たる家計維持者が所有する自宅家屋が半壊または津波により床上浸水した場合は、

授業料半期(1年 生は後期分、2年 生以上は前期分)の50%を 減免する。

(4)主 たる家計維持者が、福島原子力発電所の事故に伴う避難指示または避難勧告等に

より、所有する自宅家屋を長期にわたって使用できない場合は、授業料半期(1年 生

は後期分、2年 生以上は前期分)の50%を 減免する。

第2条 前条の対象 となる者がすでに授業料を納入している場合は、地震被害特別奨学金

としてそれぞれの相当額を給付する。

第3条 東北学院大学は、平成24年 度入学試験において、東日本大震災被災地(災 害救

助法適用地域に指定された地域)出 身で、以下のいずれかに該当する被災がある受験生

については、入学検定料を全額免除する。

(1)主 たる家計維持者が死亡もしくは行方不明になった場合

(2)主 たる家計維持者が負傷し、長期加療が必要になった場合

(3)主 たる家計維持者が所有する自宅家屋が全壊または流失した場合

(4)半 壊、床上浸水または福島原子力発電所の事故に伴う避難指示もしくは避難勧告等

により、引き続き同家屋に居住することが困難と認められる場合

第4条 本規程は平成23年4月1日 より施行 し、平成24年3月31日 に失効す る。
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4

東北学院大学緊急給付奨学金規程

平成20年4月1日 制定

(目的)

第1条 この規程は、勉学意欲、人物 ともに優良でありながら家計支持者の死亡、疾病、

失業等により家計状況が急変し、修学困難になった学部学生(外 国人留学生は除く。)

を対象に学資を給付することを目的とする。ただし、激甚災害に対しては別に定める。

(給付額)

第2条 緊急給付奨学金の額は、当該学期に納入すべき授業料に相当する額とする。

(給付)

第3条 緊急給付奨学金の給付に採用された学生(以 下 「緊急給付奨学生」という。)の

給付期間は、採用当該学期のみとし、給付は在学中に1回 とする。

(申請期間)

第4条 緊急給付奨学金には家計状況が急変した場合、随時申請できる。

(給付制限)

第5条 同一年度内に本学の他の奨学金の給付を受けている者は、緊急給付奨学金の給

付を受けることはできない。ただし、学費ローン利子給付奨学金 ・入学時ローン利子

給付奨学金を受けている者、及び特待生は除く。

(申請書類)

第6条 緊急給付奨学金の給付を希望する者は、次の書類を提出しなければならない。

(1)奨 学金申請書(本 学所定)

(2)家 計急変を証明するもの

(3)成 績証明書

(4)世 帯の所得証明書

(5)そ の他

(採用 ・通知)

第7条 緊急給付奨学生の採用は、奨学会運営委員会において審議決定し、全学教授会

に報告する。

2緊 急給付奨学生の採用を決定 したときは、会長名をもって本人に通知する。

(給付時期)

第8条 緊急給付奨学金は緊急給付奨学生の採用決定後、速やかに給付する。

(実施細則)

第9条 この規程の実施について必要な細目は別に定める。

(改廃)

第10条 この規程の改廃は、奨学会運営委員会が発議し、学部教授会の議を経て全学教

授会が行い、理事会の承認を得るものとする。

附 則

この規程は、平成20(2008)年4月1日 よ り実施する。



東 北学 院震災 復興 対策 委 員会(2011.4.27)

東北学院震災復興対策委員会

委員長 平河内 健治 殿

学務担当副学長

斎 藤 誠

震災 による内定取 り消 し者等の研究 生受け入れについて(上 申)

この3月 の卒業生の中か らこのたびの震災に伴 う内定取 り消 し者(あ るいは実質的

にはそれ に当た ると思われる者)が 少なか らず出てお ります。そう した卒業生の中に

は、諸般の事情 によ り本学学 生としての学籍 を希望する者が これか らでて くる可能性

がある と思われ ます。そうした場合、本学研 究生 として受け入れ られるように、次の

ような特例措置 をお願いいた した く、 ご検討のほど、よろしくお願 いいた します。

(1)こ の3月 の本学 を卒業 し、震災 に伴 う内定取 り消 しを受 けた者 につ いては、

研究生へ の申し込み期間を、9月 末まで延長する。

(2)(1)の 申し込み による研究生受 け入れの決定は学部長が随時行 い、学部教授

会へは報告義務 のみとする。

(3)(2)に よる研 究生につ いては、納入すべき学納金 と同額の研究費 を支給す る

こととし、実質 的に学納金 を免除する。

なお、 こうした研究生の申 し込みは、実際には多 くないと予想 されますが、内定

取 り消し者への大学 としての支援策 として、社会的に評価 される と思います。

(以 上)

一2一
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東北学院震災復興対策委員会(2011.4.27)

東北学院震災復興対策委員会

委員長 平河内 健治 殿

学務担 当副学長

斎 藤 誠

F&M大 学か らの義援金 について(上 申)

標記の件 につき、国際交流部長 よ り、別紙 の通 りF&Mか らの義援金を 「アメ リ

カ研 究」受講学生(3名)の 奨学金 として使用 した い旨の申し出があ りました。

ご検 討のほ ど、よろ しくお願 いいた します。

(以上)

一1一
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平成23年4月25日

東北学院震災復興対策委員会御中

アメリカ研究夏期留学(科 目名:ア メ リカ研究)に ついて、 フランクリン&マ ーシャル

大学 より、被災学生への義援金の申し出があ りましたので、宜 しくお取 り計らいのほど、

お願 いいた します。

アメリカ研究夏期留学には、当初10名 の学生が参加予定で したが、そのうち3名 が震災

によ り辞退を申し出てお ります。(フ ランクリン&マ ーシャル大学への連絡時2名 の辞退で

したが、その後新たに1名 が辞退を申し出てお ります。)

なお、別 の訪 問滞在先であるアーサイナス大学か らは、本年度のプログラム費用の全学

無料 を申し出ていただいてお りますが、渡航費用等を含めた研修費用は例年の実績か ら40

～50万 円ほどかかると見込 まれます。辞退を申し出た学生の被災状況か ら、これ らの金額

を捻出す ることは難 しいと予想されます。

つきましては、フランク リン&マ ー シャル大学か らの15,000ド ルについて、上記3名 の

奨学金 として充てたいと考 えてお りますので、なにとぞ ご検討の程、宜 しくお願 いいた し

ます。

国際交流部長

佐々木 郁子

7



Pagelof3

受信 トレイ

送信者 AnnSteiner〈an

受信者

受信日

件名

IKUKOSASAKI<i p>

2011/04/2420:43:42

Re:SummerprogramatF&M

送信日 2011/04/2420:34:34

DearDeanSasaki,

IhaveheardfromMs.Suguwarathatwewillhostyou,oneotherdirector,and8studentsfrom _August17-23.I
amdelighted,andeveryoneatF&Msharesmyhappiness.

F&Mwouldliketocoversomeofthecostsofthetripwithfundsraisedthroughourstudents,faculty,staff,and

slumnitobenefitTGU.WewillcoveralloftheexpensesconnectedwiththepartofthetripinLancaster,and

wewiltcontribute$15,000inaddition.Ihopeyouwillusethisamountinwhateverwayyoubelieveisbestto

supportthecourse.ifhavingthisamounthelpstoincludethestudentswhohadtocancelbecauseofthe

disaster,itw川beourpleasuretohostthemaswell.

Whatisthebestwayforustogetthisscholarshipfundtoyou?Throughthebankaccountinformationyougave

tomeearlier?orthroughanotherway?Pleaseletmeknow.Welookforwardsomuchtohostingyou.

Allthebest,

AnnSteiner



高橋秀悦 財務部長 殿

平成23年4月20日

経営学部長 山本展雅

(お願 い)

このたびの東 日本大震災に伴い泉キャンパスOA実 習室におい

て損壊 した書棚および修理を必要とするパ ソコン等について

日頃、経営学部運営にさい しご配慮いただき感謝いた してお ります。標

記案 内のように、3月11日 の大地震 と4月7日 の余震で書棚は損壊 し崩れ

落ちま した。同様に、点検の結果、パ ソコン等 も、現時点で動作確認のでき

ない ものがあり、早急な修理を必要 とします。

っ きま しては、実習に係わる当面必要な書棚の購入およびパ ソコン等の修

理についてご配慮下さるようお願い申し上げます。なお、これ らの見積 もり

は添付資料のとお りです。
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平成23年4月22日

財務部長

高 橋 秀 悦 殿

総務部長

日 野哲

全学オー プンキャンパス地区発無料送迎バス利用案内のための

高等学校訪問活動 に伴 うレンタカーの使用について

全学オープンキ ャンパスにつきま しては、予定通 りの 日程で開催することとな りました

が、昨年初めて実施 して好評 を得た地区発無料送迎バスは今年 も運行す ることで計画を進

めております。

この地区発無料送迎バスの利用案内は、オープンキャンパスへの来場を促す重要な広報

活動 として、バス発着地点都市圏の高等学校に直接訪問 して情宣活動を行ってお ります。

広報活動を行 うにあた り、各都市の高等学校(平 均20校)を 効率良く訪問するための

手段 として、現地出張先での レンタカーの借用を許可す ることにいた したいと思います。

っきましては、関係予算の一部 をレンタカー利用のための経費(レ ンタカー料金、ガソ

リン代等)に 振 り替える措置につ いて、ご高配のほどをお願い申し上げます。

なお、 これ らの経費 は、出張の際に仮払いとして支給 し、現地 にて現金支払いの後、帰

着後 に精算 を行 うことにしたいと考えてお りますので、併せて ご検討のほどをお願 い申し

上 げます。
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財務部長 高 橋 秀 悦 殿

平成23年4月22日

施設部長 佐々木 文 彦

災害備蓄品の補充について(お 願 い)

平素は、施設部業務への格別 の ご配慮及びご理解をいただき、感謝いた して

お ります。

さて、3月11日 に発 生 しました東 日本大震災 において、土樋 ・泉 ・多賀城各

キャンパスに本学学生と一般市民が避難 しました。その際備蓄をしてお りまし

た非常食 ・飲料水 ・毛布等 により対応 しましたが、今後同様なケースが発生し

た場合に備え早急に備蓄品を補充 しなければな りません。

つきましては、補充のための予算措置をお願いいたします。

なお、添付 した見積書は1キ ャンパ ス分 とな ってお り、3キ ャンパス合計は

6,390,972円 とな ります。
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No.8932

東北学院大学 土樋校舎

l灘羅欝難灘

御中

平成23年4月 21日

下記の通 り御見積 り申し上げます。

受渡期日

取引方法 通常通り

有効期限

※消費税は別途かかりますa

)
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財務部長

高橋 秀悦先生

「教育実習事前指導4」 の代替措置 について(ご 報告とお願い)

学務部長 千葉 昭彦

教職課程センター所長

八幡 恵

新4年 生に対する最後の事前指導であった 「教育実習事前指導4」(3月26日(土)実 施予

定)は 、震災による甚大な被害のために延期せざるを得ませんでした。震災直後は実施が危ぶ

まれていた平成23年 度教育実習ですが、幸いにも4月 に入ると県内・県外の教育実習校か ら予

定通りに(あ るいは期間を若干遅 らせて)実 施する との連絡が寄せ られるようになりました。「教

育実習事前指導4」 は教育実習の直前に行 う重要な指導なので、延期していた 「事前指導4」

について、下記の代替措置を講 じたいと考えてお ります。つきましては、「事前指導4」 の講師

に対する支払(下 記②分)に ついて ご高配 をお願い申し上げます。

①5月23日 以 前 に開始 の教 育実習:

下記② の措 置が 間 に合わ な いので 、教職 関係教員 によ る個別 の事 前指導 で対応す る。

・該 当実 習校:20校

・実 習 生数:28名

・事 前指導 教 員:村 野 井仁 、吉村 富美子 、女川 淳 、乗 野聡子 、渡部 友子 、土橋宏 康、

氏家 重信 、渡辺 通子 、稲垣 忠、坪 田益美 、八幡 恵

②5月23日 以 降 に開始 の教育 実習:

・教 育実 習直 前の諸 注意:「 現代 教職論 」(4年 次前期2単 位)の 初 回授 業(5月14日)に お

いて 、担 当者 の氏 家重信(文 ・経 ・営 ・法)と 八幡(工 ・教養)が 行 う。(支 払不 要)

・教育 実習 直 前の 教科指 導:学 内掲示 によ り、1コ マ(90分)相 当分 を下記 の専任 ・非 常勤

教 員 が行 う。実 施期 間 は5月11日 ～14日 の予 定。 これ につ いて の支 払 をお願 い した い。

英語:村 野井 仁 、吉村 富美 子 、渡部友子

社会 ・地 歴 ・公 民:坪 田益 美

数学:土 橋 宏康
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工学 部(工 業 ・数 学 ・理科)

情 報:稲 垣 忠

宗教:佐 々木 勝彦

商業:吉 川 清(非 常勤)

:女 川 淳
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2011(平 成23)年4月22日(金)

総務担当副学長

学務担当副学長

総務部長

柴 田 良孝

斉 藤 誠

日野 哲

先生

先生

様

法務研究科長 梅津 昭彦

脅芹昭彦

法科大学院学生 ・研修生の法総棟自習室等の利用制限解除についてのお願い

去る3月Il日 発生の大地震以来、法科大学院学生 ・研修生の法総棟 自習室等の利用 については、格

別の ご配慮 を賜 ってお ります。あ らためて感謝 申し上げます。

現在、法総棟 を含 め土樋キャンパス施設の利用については、原則 、9時00分 か ら17時00分 となっ

ている ところであ ります が、法総棟は照明器具等の復 旧工事を行 っていただき、4月30日(土)ま で

に完了す ると伺 ってお ります。そ して、その完 了後は余震による頭上か らの落下物等 によ り危険が回

避 され ると思慮 され ます。他方で、新司法試験の実地日 が5月11日(水)12日(木)14日 土)、

15日(日)と 迫ってお り、特にその受験生は学習場所 として法総棟 自習室等の利用時間延長 を期待 し

てい るところであ ります。

つきま しては、5月9日(月)の 灘 開始 までの間(同 日以降は、 これ まで同様の利用 に移行する

と考えてお ります)は 、下記の要領で法科大学院学生 ・研修生の法総棟 自習室等の利用 をお認 め頂き

た く、お願 いいた します。

1

2

3

期 間

時 間

利用手続

4注 意事項

記

:5.月2日(月)か ら8日(日)

:9時00分 か ら23時00分

:正 門守衛 室 にお いて名簿 に氏名 をチェックし入棟す

る、退棟時にはその時刻を記入する

:余 震が発 生 した場 合 には、速や かに避難態勢を とる

こと

以上
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工事名:東北学院大学泉キャンパス体育館震災復旧工事 全工期無災害延人数:延 人 全工期無災害目標延労働時聞:延 時間



各学校法人補助金事務担当者 殿

事 務 連 絡

平成23年4月19日

文部科学省高等教育局私学部私学助成課

学校施設耐震改修工事に係る調査について(依 頼)

このたびの東 日本大震災の被害を受け、改めて学校施設の耐震化の重要性について

再認識するとともに耐震化計画の前倒 しを含めより積極的な対応が求められている

ところであります。このため、貴学校法人において、学校施設耐震改修工事の実施を

予定 している事業計画※について、調査を実施 します。本調査は、今後の事業規模等

を把握 し、各学校法人の二ーズに対応するための検討の基礎資料 とするものです。ご

多忙のなか誠に恐縮ですがご協力 くださるようお願いします。

ついては、記入例を参照 し、添付の回答票に必要事項をご記入の上、4月28日(木)

17時 まで に電子メール にてご回答 くださるようよろしくお願い します。

※ 以下の①から③に該当する事業計画について、平成23年 度 「防災機能等強化緊

急特別推進事業」(4月 中に募集 通知発 出予定)に 申請す る事業 を含 め、 ご回答

くだ さい。

(①か ら③に該 当 しない場合は、調査票の提出は必要ありません。)

① 今年度内に契約 ・竣工 ・支払いまで完了する予定のもの。

② 今年度内に契約する予定だが竣工 ・支払いは平成24年 度 に持 ち越す もの。

③ 平成24年 度に契約 を予定 してい るもの。

(参 考)回 答 票 は 下記 ホ ー ムペ ー ジ ア ドレス に も掲 載 され て お りま す 。

http=//www.mext.go.jp/a _menu/koutou/shinkou/07021403/002/002/1286951.htm

トップ 〉教育 〉 大学 ・短大 ・専門教育,小 学校 ・中学校 ・高等学校 〉私立学校の振興 〉私学助成の充実
〉大学等関連 〉学校施設耐震改修工事に係る調査について(依 頼)
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Mail

受信メール:【依 頼 】地 震被 害状況等 についての調査依頼

送信者
送信済
重要度
緊急度
秘密度

2011/04/2514:59

普 通

普 通

な し

宛 先:

名 前

undisclosed-recipients:;

添 付 ファイル(2):

返信期限:
返信先:
配達完了:
開封済:
開封済/通 知済:
差し替え:

種別
TO

2011/04/2515:01
2011/04/2515:35

返信要求
なし

【照会1】東日本大震災 被災状況調査票xls,【照会2】東日本大震災 被災者受入状況調
査票.xls

文部科学大臣所轄各学校法人

都道府県私立学校主管部課 御中

平素より大変お世話になっております。

文部科学省 高等教育局 私学部 私学助成課でございます。

この度の東日本大震災に係る被害状況について、その都度連絡をいただいていると

ころですが、今回、現時点での被害状況等について全体を把握させていただきたく

、下記の調査を行うことといたしました。

ご負担にならない程度で別添の様式にご記入をいただけますと幸甚です。

大変お忙しいところ、申し訳ありませんが締切りを4月28日(木)と させていた

だきます。

なお、5月10日(火)ま では回答を受け付けたいと考えておりますので、よろし

くお願いします。

(1)高 等教育機関をお持ちの学校法人

【照会↑1私立学校施設 被災状況調査票(私立幼稚園から私立大学までについて

の調査)

大学、短期大学、高等専門学校の状況について回答の返信をお願いします。

(幼稚園から高等学校については、都道府県からご回答をいただきます。)

【照会2】私立学校被災者受入状況調査票(高 等教育機関についての調査)

大学、短期大学、高等専門学校における被災者の受入状況について回答の返信を

お願いします。

なお、被災者を受け入れていない場合でも、調査票の「43.授業料減免予定者」

について、ご記入をお願いします。

(2)都 道府県私立大学主管部課

【照会1】私立学校施設 被災状況調査票(私 立幼稚園から私立大学までについて

の調査)

都道府県内の私立幼稚園から私立高等学校の状況について、回答をとりまとめ、

返信をお願いします。

1.都 道府県から域内の私立学校(幼 稚園から高等学校)へ 調査票を送付

2.私 立学校担当者において調査票を記入し都道府県へ提出

3.都 道府県において調査票を回収

4.都 道府県から域内の回答を文部科学省私学助成課へ送付

(都道府県で集計していただく必要はありません。1日1回 決まった時間までに届

いた回答を文部科学省へ送付するなど、定期的に送付いただいて構いません。その

際、文部科学省へ未回答の学校法人がないように御注意願います。)

【照会2】私立学校被災者受入状況調査票



東日本大震災 私立学校施設被災状況調査票



東日本大震災 私立学校施設被災状況調査票



【調査対象】

O調査対象学校

O調 査対象施設

私立の大学、短期大学、高等専門学校、高等学校、中学校、小学校、特別支援学校、中等教育学校、幼稚園

東日本大震災で被災した学校法人が所有する学校建物、工作物、土地、設備。ただし、専ら収益事業に供するものは除く。

建物については棟ごとに被災状況を1行ずつ、工作物、土地又は設備については1キャンパスに係る被災状況を1行にまとめて、それぞれ入力してください。

【記 入 要 領 】

1.法人 番号

2.法人 名

3.回答 年月 日

4.部署 ・役職 名

5担 当者 名

6.TEし

7.E‐Mail

8,整理 番号

9,学校 区分コード

法人番号を記入してください。(半角英数)

「1.法人番号」の入力により自動表示されます。自動表示された法人名が誤っているばあいは、正しい法人名を記入してください。

本調査を回答(送信)する日を記入してください。(半 角英数)例:平 成23年6月17日 に回答する場合→「H23.6.17」

本調査票作成のご担当者の所属部署・役職名を記入してください。

本調査票作成のご担当者の氏名を記入してください。

本調査票作成のご担当者のTEL番 号を記入してください。代表番号の場合は内線番号も記入してください。(半角英数)

本調査票作成のご担当者と連絡が可能なアドレスを記入してください。(半角英数)

通し番号を記入してください。(半角英数)・

被災した建物、工作物、土地、又は設備(以下、「被災施設」という。)を使用している学校について、次のいずれかに分類して区分コードを記入してください。
ださい。(半角英数)

複数の学校が使用している場合は主に使用している学校のコードを記入してく

法人事務棟など、学校法人が使用し、学校種で区分することが難しい場合は、「1αその他」を記入してください。

※(区 分コード)1.大 学(大学院含む)2.短 期大学3.高 等専門学校4.高 等学校5.中 学校

10.学 校 名

it,所 在 地(市 区町 村 名)

12.区 分コー ド

6.小学校7.特 別支援学校 8.中等教育学校

9,学校区分コードで記載した学校の学校名を記入してください。

当該建物が設置されている所在地(市 区町村名)を記入してください。

被災施設を次のいずれかに分類して区分コードを記入してください。

※(区 分コード)

9.幼稚園 10.その他(法 人事務局など)

2.工 作 物(塀 、フェンス 、水 泳 プー ル、射 場 、野 球場 又 はテニスコー トのバ ックネット、鉄棒 、井 戸 、百葉箱 、滑 り台等

1.学校建物(校 舎・園舎・図書館・講堂・体育施設・学生会館、食堂、課外活動施設、事務棟、研究所、附属病院、学生・生徒用寄宿舎、合宿所,研 修施設など)

3.土地(学校敷地、屋外運動場、実習地等の校地及び校地造成施設)

4.設備(校具.教 材、教具、机、椅子、書棚、楽器、図書、視聴覚器具、各教育の授業に用いる諸橿械、車両、用具、給食調理機械器具、食器等)
5.その他

13.被 災施 設名 称

14.延 床面 積

15.建 物の 被災 状況

16.建 物 の被 災額

17.建 物 以外 の被 災状 況

18.建 物 以外 の被 災額

19.その 他(項 目)

2αその他(額)

21被 災場所・避難所としての
指定の有無

22,備 考

12・区分コードにf1」と入力した場合は当該建物の名称(例:「1号館」・「30周年記念館」等)・「2」と入力した場合は「工作物」、「3」と入力した場合はr土地」、「4」と入力した場合はr設備」とそれぞれ記入してください。

なお、12.区分コードに「1」と入力した場合は被災した棟毎に被災状況を1行ずつ・「2」、「3」又は「4」と入力した場合は1キャンパスに係る被災状況を1行まとめて、それぞれ入力してください。

当該建物の延床面積(小数切り捨て)を記入してください。増簗されている場合は増築面積も含めて記入してください。(半 角数字)

なお、12.区分コードに「1」と入力した場合以外は、入力は不要です。

12.区分コードに「1」と入力した場合、当該建物の被災状況について・下記の定義及び別添シートの被害の具体例(イメージ)を参考に「全壊・半壊」、「大破」、r中破」又はr小破」のいずれかに分類し

入力してください。

【定義】
全壊:建物の全部又は一部が滅失又は倒壊し、新築して復旧する必要のある状態にあるもの
半壊:建物の主要構造部が被災し、補強して復旧することが著しく困難又は不適当で改築しなければならない状態にあるもの

大破:建物の主要構造部が被災し、補強して復旧することが可能な状態にあるもの
大破にいたらないもの(中破、小破):連物の主要構造部の一部又はそれ以外の部分が被災し、補修又は補強して復旧することが可能な状態にあるもの

12.区分コードに「1」と入力した場合、当該建物の被災額(原 型復旧に要する事業費(単位:千円))を入力してください。ただし、不明の場合は入力は不要です。(半角数字)

12.区分コードに「2」、「3」又は「4」と入力した場合、それぞれの被災状況について、具体的に記入してください。

12.区分コードに「2」、「3」又は「4」と入力した場合、それぞれの被災額(原型復旧に要する事業費(単位:千円))を入力してください。ただし、不明の場合は入力は不要です。(半角数字)

施設や設備等以外に要した経費の項目について、特段何かあれば、記入願います。(重複しないようにお願いします。)

例:①学用品、生活用品、スクールパス借上経費、食費、寮費 など ②避難者のための食料品、生活用品、高熱水費 など

施設や設備等以外に要した経費の項目について、それぞれの所要額を記入願います。①と②を区分して記入してください。

被災者受入施設に当該施設が該当する場合はOを 記入してください。

その他何かコメントがあれば記入してください。

【その他 留意点 】

1.シ ート名は変 更しないでください(ファイル名 は変更できます)。

2.列 の挿入 ・削 除は しないでください(幅 の変更は可能です》。

3。行 が不足する場合 は適 宜追 加して記 入してください。



地震による建物の被災区分について

被災区分 被災状況の概要

柱や壁等が破壊され、建物全体または建物の一部が崩壊に

至り、新築復旧が必要なもの。

被害例(イ メージ)

(A)全 壊 ・半壊

柱のひび割れによって内部の鉄筋が露出し又は、壁に大き

なひび割れが生 じ著 しい強度の低下が認められるが補強

復旧が可能なもの。

被害例(イ メージ)

(B}大 破

柱や壁にひび割れが生じているが、著しい強度の低下には

至っておらず、補強復旧が可能なもの。

被害例(イ メージ)

(C}中 破

(D)小 破

・柱や壁のひび割れなど損傷が軽微なものであって
、補強復

旧が可能なもの。
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東日本大震災 私立学校被災者受入状況 調査票

【記入要領 】1.法人番号

2.法人名

3.回答年月日

4.部署・役職名

5.担当者名

6.TEし

7.E-mail

8.整理番号9.学校区 分コード

l0,学校名11.所在地(市区町村名)

法人番号を記入してください。(半角英数)

「1法人番号 」の入 カにより自動表示されます 。自動表示 された名称 が誤って いる場合 には、正 しい法人名を記入 してください。

本調査を回答(送信)する記入 して ください。(半 角英数)例:平成23年6月17日 に回答す る場合→「H23.6.17」本調査票作成のご担当者様の所属部署・役職名を記入して下さい。本調査票作成のご担当者様の氏名を記入して下さい。本調査票作成のご担当者様の電話番号を記入して下さい。代表番号の場合は内線番号も記入して下さい。（半角英数）本調査票作成のご担当者様と連絡が可能なメールアドレスを記入してください。（半角英数）通し番号を記入してください。（半角英数）各学校種について、次の何れかに分類して区分コードを記入してください。（半角英数）※（区分コード）1.大学（大学院含む）2.短期大学3.高等専門学校学生を受け入れている（または、受け入れていた）学校名を記入してください。

10.学校名で記入した学校の所在する市区町村名を記入してください。

【そ の他留意点 】

1.シ ート名は変更しないでください（ファイル名は変更できます）。

2.ワ ー ケシー トの追加、移動、削除はしないでください。

3.列 の挿入・削除はしないでください（幅の変更は可能です）。

4.行が 不足 す る場合 は適宜追加 して記入し てくだ さい。

12.被害学生受入者和(人)

学校で受け入れた被害学生数です、（自動計算）13か ら40ま では.12.被害学生受入者数の内訳 で す。(13,20.27.34は自動計算)※ 内 訳に つい ては.わ かる範囲で結構 です 。

【13.～19.岩手県からの受入者数】

14.～19.までは.13.小計の内約設置者別（国公私）と、受入形態別（転籍、一時的な就学）に該当する欄に数字を記入してください。

20.～40.宮城県からの受入者数、福島県からの、受入者数、左記以外の都道府県からの受入者数については、上記、岩手県からのの受入者数を参照し、記入してください。

4

1.支弁した項目

（授業料減免等以外)42,支弁した額

（授業料減免等以外）43.経済的理由による

平成23年度の授業料減免予定者44.経済的理由によ る

平成23年度の授業料減免予定額

45.被災における授業料減免予定者数

46.被災 におけ る授業減免予定額

47.備考

事前の受け入れに当たっての準備や、受入期間中における必要な物品等について、どのような項目を準備したのか。下記を参考に記入してください。（例：学用品（制服、教科書、図書など）、食費・寮費、スクールバス等の借上経費、生活用品（衣類、生活必需品）など）41.支弁しし項目 に記入 した もの につ いて.お お よその合計金額を記入して ください。

おおよそ の予 定書数 を記入 してください。

43.予定者数の予定金額を記入してください。

43.予定者数 の うち、被災における授業料減免予定者数を記入してください。

45.予定者数の予定金額を記入してください。その他何かコメントがあれば記入してください。



26

個人情報により削除



東日本大震災の被害状況について

設置者名 学校法人東北学院 理事長 平河内健治

担当所属名 庶務部庶務課

担当者名 庶務課長 斎藤 英夫

電話番号 022-264-6464

メール ア ドレス

単位:千 円

学校名 学校区分
建物被害区分 被害額

(建物)

被害額

(工作物)

被害額

(土地)

被害額

(設備)
被害額合計

全半壊 大破 大破以下

東北学院大学 大 0 0 1,578,070 建物に含む 調査中 調査中 1,578,070

東北学院中学校 ・高等学校 中高 0 7,460 建物に含む 13,230 調査中 20,690

東北学院榴ケ岡高等学校 高 0 9,340 建物に含む 調査中 調査中 9,340

東北学院幼稚園 幼 O 430 0 60 530 1,020

合計 1,595,300 13,290 530 1,609,120

注 記1.

注 記2.

注 記3.

注 記4.

設備 ・備品関係は現在調査中

工作物は建物に含む

大学の全壊は閑上のヨット部艇庫

中高の建物一部調査中

N
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平成23年4月25日

復興対策委員会委員長

平河内 健治 殿

文学部長 遠藤 健一

歴史学科長 渡辺 昭一

4号 館立ち入 りの安全確認について

東 日本大震災による大変な被害を受け、本学内の建物等に関 して 目下急 ピッチで復旧作業に入

っていることを深 く感謝 いた します。4号 館の工事 に伴 い歴史学科教員 も一時的避難 を余儀な く

されていますが、その工事が5月9日 までに4階 までは授業に間に合 うように完 了す る予定であ

ると伺っています。 しか し、5階 にある教員研究室に関して、どのように工事がはいるのか、も

し入 らないとすれば、安全確認がなさたれ と理解 していいのか どうかという情報が全 くあ りませ

ん。学科会議でも問題 にな り、教員の中には大変不安を感 じている方がお られ ます。つきま して、

4号 館5階 に関して、今後工事が どのよ うに推移するのかに関 して、文書で ご連絡 いただきたく

お願 い申し上げる次第です。 ご多忙 と存 じますが、 ご配慮のほどよろしくお願 い申し上げます。
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平成23年4月26日

財務部長 高 橋 秀 悦 殿

施設部長 佐々木 文彦

土樋キャンパスパーキングゲー ト更新について(お 願 い)

平 素 は、施設部業務への格別の ご配慮及びご理解 をいただき、感謝いた して

おります。

さて、土樋キャンパス北門5に 設置 してお りますパーキ ングゲー トが入構 ・

出構の際にゲー トが上が らないなどの誤作動が発生 してお ります。特に出構す

る際、地下埋設センサーがこの度の地震によ り不具合が発生しているものと思

われます。平成3年3月 に設置 し既 に20年 を経過 し、部品の調達が できな くな

っていることから、パーキングゲー トの取替え更新の必要性が生じてまいりま

した。 また現機種の製造メーカーが既 になくなってお り、新たなパーキングカ

ー ドへの適応の点か ら南門2(商 品学研究室側)の ゲー ト(平 成6年 設置)も あ

わせて更新 しな くて はな りません。

っきましては、取替え更新のための予算措置をお願いいたします。
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平成23年4月25日

教職員各位

東北学院中学校 ・高等学校における東日本大震災からの復興に向けた基本方針

東北学院中学校 ・高等学校

校長 永井 英司

先の東日本大震災による被災を受け、東北学院理事会は平成23年 度予算 の一部 を

削減 ・凍結 し復興 財源 に充当するという 「東北関東大震災か らの復興に向けた基本

方針」を決定し、その内容が4月8日 の職員会議において理事長より伝えられました。

これを受け本校でも、生徒の経済的支援 とメンタルケアの実施及び、校内の損壊

箇所の修繕や機器備品の取替え等実施することにな りました。

そのために・すでに、平成23年 度予算の示達がな され ま したが、早急な予算の補

正が必要とな りました。

具体的には、平成23年 度予算 につ いては経費関係、施設関係、備品関係の支出の

10%以 上の削減 ・凍結 をして復興財源 に充当することにな りましたので、各予算単

位 におかれましては趣旨をご理解の上、ご協力いただきますようお願いいた します。

なお、少なくとも平成25年 度まで は予算削減措置が必要 と考えられますが、年度

毎に見直 しをしてい く予定にしています。具体的な調整については、各予算単位に

後 日ご連絡いた します。
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1.復 興のため に必要な事項

〔1〕 生徒支援

1.東 日本大震災 によって被災 した生徒に対 して見舞金の給付や授業料減免 といった

経済的支援を積極 的に行 う。

東 日本大震災の甚大な被害を鑑みると平成23年 度だけではな く少な くとも平成25

年度までの継続的な支援 を続けることが求め られる。

1)被 災生徒(家 屋の全壊、半壊、保護者死亡 ・行方不明、失職 または著 しい収入減)

に対 し授業料を全額 もしくは半額相当額を減免または給付する。(高 等学校は就学支

援金を減 じた額 とする)

例:3月29日 付 被災 調査集 計 を元 に試 算(旧 高3を 含 む、新 中1・ 高1を 含 まな い)

授 業料 は中学 生30,000円 、 高校 生23,100円(就 学支援 金 を9,900円)と す る。

全壊(中 学生)7名

全壊(高 校生)27名

半壊(中 学生)17名

半壊(高 校生)28名

保護者死亡行方不明(中)

保護者死亡行方不明(高)

30,000円 ×7名 ×12ヶ 月=2,520,000円 … ①

23,100円 ×27名 ×12ヶ 月=7,484,400円 … ②

30,000円 ×112×17名 ×12ヶ 月=3,060,000円 … ③

23,100円 ×112×28名 ×12ヶ 月=3,880,800円 … ④

30,000円 ×2名 ×12ヶ 月=720,000… ⑤

23,100円 ×2名 ×12ヶ 月=554,400… ⑥

①+②+③＋④＋⑤＋⑥＝18219600円

全壊 ・半壊の判断は各市町村で発行する罹災証明書にて判断する。 自己申告による

試算のため増減 を考慮 しなければな らない。
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2)保 護者の死亡 ・行方不明、家屋の全壊 ・半壊 した生徒への見舞金を給付す る。

・ 全壊

・ 半壊

・ 一部損壊

・ 生徒死亡(校 長名)

・ 生徒死亡(副 校長名)

・ 保護者死亡(校 長名)

・ 生花代(生 徒 ・保護者)

50,000円

30,000円

10,000円

10,000円

10,000円

10,000円

20,000円

例:3月29日 付被災調査集計を元に試算(旧 高3を 含む、新中1・ 高1を 含 まない)

全壊(中 学生)7名

全壊(高 校生)27名

半壊(中 学生)17名

半壊(高 校生)28名

生徒死亡2名(香 典 ・生花)

保護者死亡(行 方不明含む)

50,000円 ×7名=350,000円 … ①

50,000円 ×27名=1350,000円 … ②

30,000円 ×17名=510,000円 … ③

30,000円 ×28名=840,000円 … ④

40,000円 ×2名=80,000円 … ⑤

30,000円 ×3名=60,000円 … ⑥(兄 弟1組)

①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥=3190000円

全壊 ・半壊の判断は各市町村で発行する罹災証明書にて判断する。

生徒の経済的支援合計1)+2)=合 計18219600円+3190000円21409600円

注 口頭での申し出による試算であるため今後 の状況で増減す る。

また、高等学校授業料については宮城県私立高等学校授業料軽減補助金の対象 とな

る可能性 もある(2003年 宮城県北部地震で も対象となった。)
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2.被 災生徒に対す る十分なメンタルケアを行う。

震災 によって生徒の心身への影響が懸念され、体調不良を訴える生徒やカウンセ リン

グを必要 とす る生徒の急増が予測 され る。(実 際に阪神淡路大震災で も激震地に近い学

校への震災後 の調査では余震不安、小さな音にびっくりす るといった驚愕反応や不意 に

地震を思い出す自発性フラッシュバ ックが多 く報告 され、また、約40%が 頭痛や腹痛

な ど身体症状を訴えた事例がある)

そのような中で保健室は学校の中で生徒の健康問題に対して身体的 ・心理的両面から

対応できる場であ り、保健室 に来室する生徒の増加や、カウンセラーとの連携強化に対

応するために教諭の増員をす るな ど方法を検討する必要がある。 この対応は平成23年

度のみとして行 うのではな く、相当年数 に渡る長期間の計画を熟慮 しなければな らない。

現在、日本臨床心理士協会支援金の交付 を受け行っている事業について も継続できるよ

う働きかけが必要となる。

3.被 災生徒に対する学用品の支給。

震災後の津波等で家屋の損壊 を受 け、教科書 ・文房具が使用不可能な状態になった場

合は、校費で負担 し購入す る。災害救助法によ り学校で給与 した場合には中学校4,400

円、高等学校4,800円 を限度 として補助 される。それ以上の部分 については校費負担 と

なる。
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〔2〕建物 ・構築物 ・機器備品の復 旧

1.生 徒が安全に学校生活 を過 ごすために、震災 によって損壊 した建物 ・構築物 を修

繕 し、被災 した教育研究用機器備品の修理 もしくは取替えをする。

また、今後数年 間は東 日本大震災の強 い余震が予測されているだけではなく、宮城県

沖地震に備えるため、備蓄品を準備する。

現在、見積 もりが提出されている ものは

礼拝堂 ・鐘楼等建物修繕費

空調修繕費

電気設備復旧費

7,455,000円 … ①

1,400,000円 … ②

171,000円 … ③

①+②+③＝9,026,000円

その他見積 もりが提出されていないものは

・校地内舗装箇所全般および昇降口前

・外構の破損

・監視カメラの故障 など

あくまで も概算であり増減す る。 これ らは一例であ り、震災後 に 目視できた部分

である。今後の調査によ り修繕等が必要 となる部分が十分予測される。

※ 必要な費用の合計

現在計上できる費用は30435600円 とな る

生徒の経済的支援については試算することが可能であるが、生徒のメンタル

ケア及び建物 ・構築物 ・機器備品の復旧に関する費用については、現在、予

測不可能であり、相当の金額を要すると考え られる。
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H.復 興 のための財源

〔1〕 教育研究経費 ・管理経費 ・施設関係支出 ・設備関係支出の削減

平成23年 度 当初 予算

教 育研 究 経 費256,104,000円

管 理 経 費57,373,000円

施 設 関係 支 出683,000円

設備 関係 支 出840000円

合 計 315,000,000円

※上記予算 の10%で ある31500000を 削 する。しか し、10%の 削減 によって も施

設設備の 修工事費を捻出するのは不可能と考え、これとは別に下記の予算項目の
一時凍結に ご協力をお願いしたい。

〔2〕教育研究経費及び管理経費について

1)雑 費支出の削減

① フェスティバル補助は50%削 減する。

②入試食事 ・採点茶菓 の費用を削減する。

③学内に施設がある部活動(硬 式野球部 ・サ ッカー部)の バスの補助 を50%削

減する。

2)出 張 に関す る支出の削減

①県外出張は事前に副校長 に相談する。

②県外での合宿並びに練習試合 を自粛する。

③ 生徒を伴わない県外出張 を自粛する。前泊 ・後泊は原則として認めない。

④ 出張に伴 う懇親会費は支給 しない。

⑤学校訪問は出張旅費対象 とはしない。ただし、交通費として公共交通機関の

料金を支給する。

⑥合宿の日数は、部活毎に年14日 まで認める。

3)平 成24年 度以降の通学バスについて、運行形態及び経路の見直 しをする。

4)消 耗品費の節減に努める。

5)光 熱水費の節減 に努める。

6)復 興関係支 出以外の随意契約 を禁止する。

以上
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東北学院災害復興対策委員会(2011.4.27)

学務担 当副学長

斎 藤 誠

被災学生支援措置の取扱いに係る確認事項

(1)震 災を原因とする休学については学納金 「全免願」の対象とする。

(2)り 災証明 「大規模半壊」は 「全壊」と同じ扱いをする。

(3)「 主たる家計維持者の所有する家屋」には 「同居する家族が所有する家屋」を含む

ものとす る。

(4)入 学年度1年 延長措置は大学院学生について も適用する。

(以上)






